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○ 事例名等

１．取組の背景、検討を開始した契機・導入過程

（2）検討を開始した契機・導入過程

事例名 課別・事業別行政評価シートによる事業マネジメント

団体名 東京都町田市

従来の官庁会計は、単式簿記・現金主義により、現金収入と現金支出の結果を示す会計であり、①予算の獲得
と使い切りに主眼が置かれること、②財政状態や経営成績を示すツールがなく事業の有効な評価が行えないこと
等の課題があった。また、決算統計をもとに作成していた財務諸表は、会計全体の財務諸表であったため、十分
に活用されていないという課題があった。

（1）取組の背景

課別・事業別行政評価シート
行政評価シートは、「課別行政評価シート」、「事業別行政評価シート」、「会計別行政評価シート」で構成され

るマネジメントツール。2016年決算では、233事業で作成している。

年月 項目

2008年1月 新公会計制度導入
の方針決定

2008年11月 新公会計制度導入
検討委員会の立ち上
げ

2010年3月 日々仕訳方式を導入
することを決定

2011年3月 例規整備等の具体
的な制度設計を完了

2011年度中 予算体系を一課一目
に組替え

2012年4月 新公会計制度導入

2013年8月 「事業別財務諸表」を
作成

2015年8月 「課別・事業別行政
評価シート」に変更

予算科目の歳出目を、マネジメント（課）及び財務諸表作成の単位とするため、2012年度当初予算から、予算
体系を一課一目に組替えた。

市町村として全国で初めて、複式簿記・発生主義の考え方を加えた、企業会計に近い新公会計制度を導入
し、日々仕訳を開始した。

「事業別財務諸表」を作成し、決算の参考資料として議会に提出した。

行政評価シートは、市施策全体を網羅した成果資料であり、決算認定時にフルコストによる事業評価の議論が
より充実することが期待されるため、地方自治法233条第5項に定める「主要な施策の成果に関する説明書」と
して位置づけた。また、事業を評価していることを意識し、行政評価の考えや納税者の視点からの分析を反映
させ、記載内容の充実を目指して、「事業別財務諸表」から「課別・事業別行政評価シート」に名称変更した。

概要

上記(1)の課題を受け、市長の政策的判断により、マネジメントを強化し、民間で使われている会計言語を用い
ることで市民への説明責任を果たす目的で導入の方針決定を行った。

副市長を委員長とする新公会計制度導入検討委員会（庁内検討組織）を立ち上げた。
また、財政課や会計課の職員を中心に関係各課により構成される作業部会を設置し、会計制度、資産評価、
システム導入等について検討を行った。
検討にあたり、外部アドバイザーとして、公認会計士及び東京都新公会計担当職員が参加した。

マネジメントを強化するためには、各課の職員が組織別・事業別などの財務諸表を作成し、全庁で事業改善等
に活用する必要があることから、東京都方式をベースとした日々仕訳方式を採用することを決定した。

より効果のある取組みとするため、
①個別の組織、事業におけるマネジメントに活用できること、②市民に分かりやすい財務諸表であること、③迅
速・簡便に財務諸表を作成できること を重視して、制度設計を行った。

①

②

③
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２．効果
（1）組織風土改革

各課の職員が、課別・事業別行政評価シートの作成を通じて、ＰＤＣＡサイクルを意識して業務に取り組むように
なり、コスト意識が高まった。

（2）市民への説明責任の向上
課別・事業別行政評価シートを作成している233事業（2016年度決算時点）の中から、市民にとって身近な15事業

を取り上げた課別・事業別行政評価シートのダイジェスト版を作成している。庁内会、自治会及び市が協働で開催
する市政懇談会で市長が市民と対話する際に、ダイジェスト版を活用し、事業の成果や利用者一人当たりコスト、
財源構成を円グラフを用いて説明し、説明責任の向上を図っている。

①事業の成果

課の全体的な成果を表す指標について、目標と実績を記載している。併せて、成果の説明を記載している。

②財務情報

行政コスト計算書、貸借対照表等の財務情報を記載している。

③年度末の「成果および財務の分析」を踏まえた課題

非財務情報と財務情報を交えて分析した結果、見出された課題を記載している。
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（3）マネジメントの向上
新公会計制度を活用した予算編成

　予算編成にあたり、課別・事業別行政評価シートで明らかになったマネジメント上の課題を解決できるように、予
算に反映させている。

平成29年度（2017年度）予算概要 から抜粋

平成28年度（2016年度） 町田市 課別・事業別行政評価シートダイジェスト から抜粋
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　減価償却費が計上される市民センターを保有する一方、施設利用率を向上させるため、予算へ反映した事例。

３．他の自治体の参考となる点、今後の課題等
（1）他の自治体の参考となると考えられる点

（2）今後の課題等

　市民部小山市民センターの事例

①非財務情報を交えた分析
「課別・事業別行政評価シート」は、行政コスト計算書や貸借対照表等の財務情報に加えて、組織の使命や事業

の成果、事業に関わる人員、事業の課題等の非財務情報を記載している。財務情報と非財務情報を交えて分析
することで、数字の分析のみならず、組織の使命達成やマネジメントに向けて必要な情報が洗い出される。
②導入時の予算体系の組替え

町田市では、導入時に予算体系の組替えを行った。町田市の従来の予算体系では、一つの歳出目に複数課の
予算を計上していた。加えて、人件費を各項の筆頭目に計上していた。一つの歳出目に対し、一つの課の予算を
計上する予算体系とすることで、歳出目単位の財務諸表が、各課のパフォーマンスを示すものとした（人件費も含
む）。

①予算編成へのさらなる活用
行政評価シートにより洗い出された課題を次年度に検証するために、数値で成果目標を設定することにより、実

効性を確保し、客観的に検証することでPDCAサイクルを加速させ、予算編成に活用する必要がある。
②自治体間比較の推進

各自治体の事業別の財務諸表から算出される単位当たりコストを用いて、自治体間比較をすることが可能とな
る。自治体間比較をすることで、自治体内の分析では得られない知見を得られることがある。今後、自治体間比較
や民間比較を推進し、マネジメントに活用する必要がある。

2017年度予算への反映 平成29年度（2017年度）予算概要 から抜粋

小山市民センターの課別行政評価シート（2015年度）から抜粋
事業の成果

行政コスト計算書 貸借対照表

年度末の事業の課題

■組替前
款 項 目 計上内容

職員人件費（他目の人件費も計上）

生活援護事務費（生活援護課）
障がい福祉事務費（障がい福祉課）
福祉のまちづくり推進費（福祉総務課）
福祉総務事務費（福祉総務課）

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

■組替後
款 項 目

福祉総務事務費（福祉総務課）
社会福祉総務費

障がい福祉費

社会福祉費民生費

計上内容
職員人件費（当該目の人件費）

障がい福祉事務費（障がい福祉課）
職員人件費（当該目の人件費）
福祉まちづくり推進費（福祉総務課）

目を課の単位に組替え

担当課 前度末の事業の課題 成果指標
前年度
成果

予算編成で
見直した項目

予算編成で
見直した内容

今年度
予算額
（千円）

翌年度年度
予算額
（千円）

翌年度
予算反映額

（千円）

市民部
小山市民
センター

市民から要望のあったロビーの改善
や和室の洋室化について検討し、改
善をすることで施設利用率の向上を
目指します。

施設
利用率

52.9%
消耗品費
施設修繕料

市民から要望が多かったロビーの照
明をＬＥＤ化します。また、ラックを設置
し、チラシを見やすく整理します。和室
には、和室用の椅子を購入し、高齢者
や障がい者の方も快適にご利用いた
だけるようにし、施設利用率の向上を
目指します。

0 620 620
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